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将来社会を見据えた高等教育の在り方に関する論点の整理（案） 

 

 

１．背景  

 

○ 世界の急激な変化や急速な少子化などを含む社会的、経済的な様々な変化、教育研究に関する

各種改革の進展等を踏まえ、高等教育の在り方について検討することが必要。 

 

（急速な少子化の進行） 

・ 18 歳人口の大幅な減少（1966 年:約 249 万人（最高値）→2022 年:約 112 万人→2040

年:約 82 万人） 

・ 大学進学者は増加（1966 年:約 29 万人→2022 年:約 64 万人（最高値）） 

・・ 大学進学率の伸びを加味しても、2040 年の大学入学者数は約 51 万人、2050 年までの

10 年間は 50 万人前後で推移と推計 

・ 生産年齢人口が 2030 年に OECD 加盟国中最下位に（57.3%） 

 

（経済・産業・雇用の変化） 

・ 世界の GDP に占める日本の割合の大幅な低下（2000 年:8.3%→2060 年:2.7%） 

・ 世界競争力ランキングの順位低下（1989 年:１位→2023 年:35 位） 

・ 多様な分野で人材が不足し、IT で補完する必要性が生じているが、先端 IT 人材の不

足の恐れ（2030 年:54.5 万人の不足） 

・ 脱炭素化による新たな雇用の創出と既存雇用の喪失 

・ 将来求められる能力等の変化（2015 年:注意深さ・ミスがないこと、責任感・まじめ

さ→2050 年:問題発見力、的確な予測、革新性） 

 

（学修者本位の教育への転換など高等教育改革の推進） 

・ 大学設置基準の改正（2022 年）による基幹教員制度の創設や教育課程等に関する特

例制度の創設等 

・ 教学マネジメント指針の策定（2020 年（2023 年追補）） 

・ 全国学生調査の実施（2019,2021,2022 年） 

・ 修学支援新制度の導入（2020 年）、低所得者世帯の高等教育進学率の上昇 

 

（コロナ禍を契機とした遠隔教育の普及） 

・ 多様なメディアを利用した遠隔授業を実施する大学の増加（2017 年:28.1%→2021

年:70.1%） 

・・ 授業の受講形態は対面授業中心（対面授業 77%、同時双方向型オンライン授業 9%、オ

ンデマンド型オンライン授業 11%、その他実習等 2%（大学・2022 年）） 

 

（初等中等教育段階の学びの変化） 

・ 個別最適な学びと協働的な学びの推進 

・ GIGA スクール構想による 1人 1台端末等の ICT 環境の整備の進展（2019 年～） 

・・ 高等学校での「総合的な探究の時間」等における問題発見・課題解決的な学習活動の

充実（2022 年～） 
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（我が国の研究力の低下） 

・ 日本の論文数の世界ランクでの低下（論文数／Top10%／Top1％（2000 年:２位／４位

／４位→2020 年:５位／13 位／12 位）） 

・ 論文数規模の近い英独と比較1 

・ 博士の学位授与者数の減少（2006 年:約 1.8 万人→2020 年:約 1.6 万人） 

・ 教員の理想と必ずしも一致しない教育業務や大学運営業務に伴う研究時間の制約感 

・ 国際頭脳循環の流れへの出遅れ 

  
＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①上記の状況の変化に追加すべき事項として何が考えられるか。  
 

 

２．高等教育の目指すべき姿  

 

（我が国の「知の総和」の維持・向上） 

○ 18 歳人口が減少する中においても、我が国の「知の総和」（人数×能力）を維持・向上

することは必須。高等教育機関は、教育（と研究）によって社会に貢献しながら、「知の

総和」を増やすことが必要。 

 

○ これまで高等教育機関進学率は継続的に上昇。また、修学支援新制度等により低所得世

帯の高等教育進学率も増加。今後、知識基盤社会が一層進展する中で、大学進学率は更に

上昇していくことが想定（一定の条件の下での試算によれば 2040 年に大学進学率は

59.6％）。 

 

（高等教育政策の目的） 

○ ・「知の総和」の維持・向上のために行う高等教育政策の目的（＝追求すべき価値）とし

て、「質（Quality）」「アクセス（Access）」「規模（Size）」を設定することが必要。 

 

 ・質   ：教育研究の質の向上 

 ・アクセス：地理的又は経済的なアクセスの確保 

 ・規模  ：社会的に適切な規模の高等教育機会の供給 

 

○ ・「質」「アクセス」「規模」の３つの目的（価値）は、常に調和するわけではなく、トレ

ードオフの関係になることもありえるため、価値の選択と調整が必要。そのため、バラン

スよく、かつ効果的に達成するための制度及び資源配分の在り方を検討することが重要。 

 

（重視すべき観点） 

○ 今後の高等教育の目指すべき姿として、以下の観点を重視することが必要。 

 

・・ 世界水準の教育研究の推進や、所在する地域における人材育成や産業振興への貢献等、

高等教育の多様性の確保 

 
1・上位大学の論文数は日本の方が多いが、上位に続く層の論文数は英独の方が多い。また、日本は論文数

規模の小さい大学の数が多い。 
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・ 初等中等教育段階における多様な学びを踏まえた高大接続の推進 

・・ 高等教育機関間の転編入学、留学生交流やその基盤となる高等教育の国際化、社会人

経験を経た者の学び直し、国際頭脳循環など、学生や研究者等の流動性の確保 

・ 高等教育機関と企業等との意識ギャップの解消 

・・ 教育基本法や学校教育法の規定や、中央教育審議会答申においてこれまで示されてき

た資質・能力（21 世紀型市民2、各専攻分野を通じて培う学士力3、2040年に必要とされ

る人材4）、政府及び関係機関における様々な提言・分析を踏まえた、高等教育機関が育成す

るこれからの時代を担う人材に必要とされる資質・能力の整理 

・・ 高等教育機関による自らのポリシーに基づき果たすべき役割の設定及び自律性の向上 

  
＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①上記の「重視すべき観点」に、他に付け加えるべき観点として何が考えられるか。  
 

 

３．今後の高等教育の在り方 

 

（１）教育研究の「質」の更なる高度化  

 

○ 学生一人ひとりの能力を最大限高めるためには、学修者本位の教育の更なる発展や、社

会人や留学生など多様な価値観が集まるキャンパスの実現等による教育研究の質の高度化

を図るとともに、大学院教育の抜本的充実を図ることが必要。 

 

（学修者本位の教育の更なる推進） 

○ 「グランドデザイン答申」においては、2040 年という将来を見据えた我が国の高等教

育が目指すべき姿として、「学修者本位の教育の実現」を謳っており、この理念は引き続

き重要。 

 

○ ・「学修者本位の教育の実現」のために、グランドデザイン答申以降の高等教育改革の状

況を踏まえて、以下の観点から取組を進めることが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 「学修者本位の教育」に向けた改革の更なる推進 

– 教育の密度を確保・充実するための、同時に履修する授業科目数の絞り込み 

– ティーチングアシスタント（TA）の組織的トレーニングの仕組みの導入促進 

 
2・専攻分野について専門性を有するだけではなく、思考力、判断力、俯瞰力、表現力の上に、幅広い教養

を身に付け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的

思考力を持って社会を改善していく資質を有する人材（中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像

（答申）」（2005 年）） 
3・(1)知識・理解、(2)汎用的技能、(3)態度・志向性、(4)総合的な学習経験と創造的思考力・（中央教育審

議会「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（2008 年）） 
4・情報基盤社会において、基礎的で普遍的な知識・理解等に加えて、数理・データサイエンス等の基礎的

な素養を持ち、正しい大量のデータを扱い、新たな価値を創造する能力。人工知能（AI）などの技術革

新が進む中においては、AI に果たせない真に人が果たすべき役割を十分に考え、実行できる人材。（中

央教育審議会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（2018 年）） 
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– 文理横断教育5や実践的な教育研究の推進 

– 厳格な成績評価や卒業認定など「出口における質保証」の促進6 

– マルチステージ型のキャリア形成に向けた単線的年齢中心主義からの脱却 

・ 大学における学修成果や教育成果（卒業後の活躍状況を含む）の可視化とこれに基

づく教育改善の促進 

– 各高等教育機関の自律的な情報発信 

– 全国学生調査への参加率の向上や大学における IR 等での活用促進 

・ 各高等教育機関や諸外国の公表状況も踏まえた、情報公表の更なる促進7 

– 認証評価機関による評価情報の一覧性の向上 

– 利用者にとっての利便性向上を図るための高等教育機関間の情報の可視化  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①高度な生成 AI の普及や遠隔教育の急速な普及等も踏まえ、教育の質を確保・充実する

ために、どのような方策が考えられるか。 

②レイトスペシャライゼーション等の柔軟な教育課程編制を促進する上で、現在の学部学

科単位による定員管理制度等における課題はどこにあり、どのように解決すべきか。 

③我が国における 18 歳で高等教育機関に一度だけ進学するという、単線的年齢中心主義

からの脱却を図るために、どのような方策が考えられるか。 

④情報公表の在り方について、比較できるような形で提供することに何らかの支障が考え

られるか。その際、各高等教育機関を取り巻く状況が異なる中で求められる必要な配慮

として、どのような事項が考えられるか。 

⑤認証評価について、機関毎に評価項目、評価基準、使用する用語等がそれぞれ異なるこ

と等の多様性と、情報の受け手側の利便性とのバランスについてどのように考えるべき

か。 

⑥その他、「学修者本位の教育の実現」のために具体的方策として、どのような方策が考

えられるか。  
 

（多様な価値観が集まるキャンパスの実現） 

○ ・「多様な価値観を持つ多様な人材が集まることにより新たな価値が創造される場」＝「多

様な価値観が集まるキャンパス」へ転換することが必要。 

 

○ ・「多様な価値観が集まるキャンパス」の実現のために、グランドデザイン答申以降の高

等教育改革の状況を踏まえて、以下の観点から取組を進めることが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 初等中等教育段階の学びの変化や多様な留学生の受入れ促進を踏まえた、入試の多

様化 

・ 横の流動性を確保するための転編入学等の柔軟化（単位互換・累積、高等教育機関

間の連携等） 

 
5・中央教育審議会大学分科会・「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について（審議まと

め）」（2023 年）も参照 
6・中央教育審議会大学分科会「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について（審議まと

め）」（2023 年）も参照 
7・中央教育審議会大学分科会・「教学マネジメント指針」（2020 年）において、学修成果を中心に、幅広く

公表すべき情報の例については整理済み。 
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・ 留学生や社会人の受入れの更なる促進  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①多様な大学において、入学者選抜における多面的・総合的評価の促進を図るための方策

についてどのように考えるべきか。 

②転編入学等を柔軟にしていく上での課題はどこにあり、どのように解決すべきか。 

③高等教育機関が留学生の受入れを進める上での課題はどこにあり、どのように解決すべ

きか。 

– 留学生の選抜方法・手続きをどのように行うべきか 

– 歩留まりの読みが難しい留学生の定員をどのように管理すべきか 

– 今後見込まれる留学生の増加に対応するため、大学にどのような体制整備が求めら

れるか 

– その他、留学生受入れ促進のためにどのような方策が考えられるか 

④高等教育機関が社会人の受入れを進める上での課題はどこにあり、どのように解決すべ

きか。 

– リカレント教育に対する社会的な需要と高等教育機関の供給との間のミスマッチの

解消を図るためにどのような方策が考えられるか 

– 社会人学生やパートタイム学生の定員をどのように管理すべきか 

– その他、社会人受入れ促進のためにどのような方策が考えられるか 

⑤その他、「多様な価値観が集まるキャンパスの実現」のための具体的方策として、どの

ような方策が考えられるか。  
 

（大学院教育の改革） 

○ 「大学院教育の改革」のために、以下の観点から取組を進めることが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 修士号・博士号取得者数の増加、体系的な大学院教育の推進 

・ 縦の流動性を確保するための学士→修士→博士課程の体系化と連続性の確保 

– 学士＋修士課程をセットとする５年制コースの取組促進 

– 修士＋博士課程の５年一貫学位プログラムの構築促進 

・ 教育研究の活性化・質的向上の観点から、横の流動性と多様性の確保 

– 大学と産業界との人材循環の促進、学生の流動性拡大、アカデミックインブリーデ

ィングの抑制、留学生や社会人の受け入れ促進 

・ 博士人材の能力が社会において正当に評価されるとともに、博士人材の強み・魅力

を可視化し、アカデミアのみならず多様なフィールドで一層活躍する環境の構築8  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①博士課程への進学者増を図る上での課題はどこにあり、どのように解決すべきか。 

②教育研究の質を確保したうえで、早期修了の仕組みを優秀な学生に積極的に適用してい

くためにどのような方策が考えられるか。 

③産学連携や国際的な大学間連携をより促進するためにどのような方策が考えられるか。 

④博士課程修了者のアカデミア以外の多様なキャリアパスを構築していくためにどのよ

うな方策が考えられるか。  

 
8・文部科学省「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」（2024 年）参照 
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（２）地域における質の高い高等教育への「アクセス」確保  

 

○ 教育機会の確保のために、地域における質の高い高等教育への「アクセス」を確保する

ことが必要。その際、「アクセス」については、地理的観点と経済的観点から考慮するこ

とが必要。 

 

○ 主に、18 歳で入学する伝統的な学生についての「アクセス」を念頭に置くが、留学生

や社会人についての「アクセス」確保についても留意が必要。 

 

○ なお、修学支援新制度など個人補助の形での高等教育全体への資金投入は急速に増加し

ており、経済的観点からの「アクセス」の確保は一定の進展。 

 

（地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保） 

○ 地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保のために、以下の観点から取組を検討

することが必要。その際、東京圏と地方圏との間で異なる課題があることを踏まえて、地

域の特性に応じた方策を検討することが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 各地域における志願動向や人材需要等を踏まえ、求められる学問分野を学べる高等

教育の機会の確保 

・ 各地域において、地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保のために必要な

議論を行う場の構築 

・ 特に地方圏において、地域に必要な高等教育機関へのアクセス確保のための支援等

を行う仕組みの整備 

・ 各高等教育機関や地域において検討を促すための方策の整備（国全体や地域ごとの

データ整備等）  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①確保すべき地理的アクセスの範囲をどのように考え、各地域において求められる学問分

野を学べる高等教育の機会の確保とは具体的にどのように考えるべきか。 

②各地域において高等教育機関の設置状況や活動範囲が異なるとともに、県域を越えた学

生の移動等もある中で、どのような地域の範囲で議論を行うことが適切か。 

③議論を行う場では、高等教育機関の自律性を尊重した上で、具体的にどのような議論を

行い、コーディネーター役を含め、どのような者がいかなる役割を果たすことを期待さ

れて参画すべきか。 

④特に地方圏においては、どのような議論が期待され、議論に参画する者はどのような役

割を果たすことが期待されるか。また、地域に必要な高等教育機関へのアクセス確保の

ためにどのような支援等が必要か。 

⑤その他、「地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保」のための具体的方策とし

て、どのような方策が考えられるか。  
 

（経済的観点からの高等教育機関へのアクセス確保） 

○ 経済的観点からの高等教育機関へのアクセス確保のために、グランドデザイン答申以降

の修学支援新制度や授業料減免、貸与型奨学金などの教育費負担軽減の状況を踏まえて、



7 

 

更に取り組むべき事項や方向性について整理することが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 経済的観点からのアクセス確保と高等教育機関の質の維持向上の両立性確保  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①確保すべき経済的アクセスの範囲をどのように考えるべきか。 

②「経済的観点からの高等教育機関へのアクセス確保」のための具体的方策として、どの

ような方策が考えられるか。  
 

（３）高等教育全体の「規模」の適正化  

 

○ 高等教育行政は、「高等教育計画の策定と各種規制」の時代から「将来像の提示と政策

誘導」の時代へ移行し9、これまで大学入学定員数は緩やかに増加。 

 

○ 一方で、現在の収容定員を前提とすると、今後は、急速な少子化の進行等の中で伝統的

な学生の減少による定員充足率のより一層の悪化が見込まれ、各高等教育機関が最低限確

保するべき学生数を確保できない等により、教育研究の「質」を維持できなくなる恐れ。 

 

○ 高等教育機関の機能強化等の観点からは、設置者の枠を超えた、高等教育機関間の連携、

再編・統合・・退 の議論は避けることができない状況。ただし、各地域において、高等教

育機関の置かれている状況が異なる中で、市場経済に委ねるのみでは、教育研究の「質」

や「アクセス」確保の観点に支障が生じる恐れ。 

 

○ そのため、「質」の高度化や「アクセス」確保に留意しつつ、急速な少子化等を踏まえ

た高等教育全体の「規模」の適正化を図ることが必要。 

 

（18 歳で入学する伝統的な学生以外の受入れ拡大） 

○ 「18 歳」「国内」「対面」にこだわらず、伝統的な学生以外の受入れ拡大の実現のため

に、以下の観点から取組を進めることが必要。 

 

○ 2040 年には、18 歳人口が約 82 万人、現在の規模と比較すると約 75％、大学進学者数

は約 51 万人に減少と予想。各高等教育機関は、「18 歳中心主義」を維持したままでは現

在の規模を確保することができないということの認識が必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 「学生」概念の見直し 

・ 留学生や社会人の受入れの更なる促進【再掲】 

・ オンライン授業等の進展を踏まえた取組  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①定員未充足の大学が半数を超える一方で、定員超過の大学もある中で、科目等履修生な

どの学生以外の者を含め、大学が受け入れる者の取扱いについて、どのように考えるべ

きか。 

 
9 中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像（答申）」（2005 年） 
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②高等教育機関が留学生や社会人の受入れを進める上での課題はどこにあり、どのように

解決すべきか。【再掲】 

③18 歳人口の減少の中で各高等教育機関が「規模」を維持する場合、学力の正規分布を

前提とすれば、特に国立大学をはじめとした選抜制の高い機関において、これまで各機

関が受け入れてきた学生とは異なる層まで受け入れることとについてどのように考え

るべきか。 

④情報通信技術の飛躍的発展に伴う、高等教育機関のデジタライゼーションやデジタルト

ランスフォーメーション（DX）による変化を受け、大学における遠隔教育の拡大等を踏

まえて、若者や社会人等の多様な学生層を受け入れる通信教育課程も含め、高等教育の

在り方をどのように考えるべきか。 

⑤その他、「18 歳で入学する伝統的な学生以外の受入れ拡大」のための具体的方策として、

どのような方策が考えられるか。  
 

（高等教育全体の規模の適正化） 

○ 少子化が更に進行する中では、進学率の更なる増加や留学生等の受入れ拡大があったと

しても、2040 年代の進学者数は、試算上、現在の入学定員数と比べて大きなギャップ。 

 

○ そのため、現状・社会的ニーズ等を踏まえ、高等教育全体の規模の適正化等を図るため

に、以下の観点から取組を進めることが必要。  
＜検討の方向性＞ 

・ 将来を見据えたチャレンジや経営判断をはじめとした意欲的な経営改革を行うため

の支援 

– 自身の教育研究や財務・経営状況等の客観的な分析を踏まえた、主体的な経営判断・・

経営基盤の確立 

・ 各高等教育機関が「強み」や「特色」を発揮できるための、教学面・学校運営面に

おける機能の共同化・高度化 

・ ソフトランディングをするための縮小、退 を見据えた現有リソースの配分最適化 

・ 定員未充足大学の定員規模適正化の促進 

・ 連携、再編・統合・退 等の経営判断の促進に向けた支援 

– より客観的な経営診断を踏まえた「アウトリーチ型支援」の充実 

– 定員未充足大学を統合した場合のペナルティ緩和 等 

・ 学校法人が解散する場合等における学生保護に関する検討10 

・ 留学生や社会人の受入れの更なる促進【再掲】 

・ 高度な研究力を有する大学における大学院の充実強化  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①経営基盤の確立の観点から、設置認可に係る法人運営面の審査（大学等設置に係る寄附

行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況調査・（AC）を含む）の厳格化につい

てどのように考えるべきか。 

②収容定員の引下げに対する大学等の忌避感を緩和するために、どのような方策が考えら

れるか。 

 
10・中央教育審議会大学分科会「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について（審議ま

とめ）」（2023 年）を受けた検討の具体化 
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③定員充足率が低い／財務状況が厳しい高等教育機関を統合した場合に、制度面・財政

面・経営指導等で不利益を被らないような特例措置や、募集停止後に段階的に廃止する

大学に対する制度の在り方についてどのように考えるべきか。 

④学部等の開設後に定員未充足や不採算の状態が継続する場合、規模縮小や退 に係る指

導の強化の在り方についてどのように考えるべきか。その際、地方における高等教育機

関の重要性をどのように考えるべきか。 

⑤学校法人が解散する場合の残余財産の帰属についてどのように考えるべきか。 

⑥その他、「高等教育全体の規模の適正化」のための具体的方策として、どのような方策

が考えられるか。  
 

 

４．国公私の設置者別等の役割分担や高等教育の改革を支える支援方策の在り方  

 

○ 上記に加え、設置者の区分に留まらない高等教育機関の規模や特色の在り方や、高等教

育に対する公財政支出や社会からの投資の拡大の方策についても今後検討。  
＜検討の方向性＞ 

・ 設置者の区分に留まらない個々の機関の多様性や、専門職大学、短期大学、高等専

門学校、専門学校などの各機関の役割も踏まえた機能の強化・見直し 

・ 安定的で明確な支援枠組みを構築するため、授業料を含めた教育費負担や機関への

支援、社会からの投資の拡大の在り方の検討  
  

＜深堀して御議論いただくポイントの例＞ 

①設置者の区分に留まらない高等教育機関の役割分担の在り方についてどのように考え

るべきか。 

②専門職大学、短期大学、高等専門学校や専門学校の在り方について、縦・横の流動性の

確保の観点も含め、どのように考えるべきか。 

③授業料を含めた教育費負担とのバランスを含め、高等教育に対する公財政支出の在り方

についてどのように考えるべきか。 

④社会からの投資の拡大など多様な資金調達を通じた経営基盤の確立・強化について、ど

のような方策が考えられるか。 

⑤高等教育機関の教学面・学校運営面における機能の共同化・高度化に関し、各高等教育

機関が共同利用できる共通的なプラットフォームの在り方についてどのように考える

べきか。 

⑥高等教育機関に係る情報の共通化等、高等教育機関の事務効率化等を図るために、どの

ような方策が考えられるか。  
 


